
危 機 管 理 課 
 

安全対策係 

 

１ 防犯に関する事項（2.1.15） 

(1) 防犯推進会議 

※根拠法令：西東京市犯罪のない安全なまちづくり条例 

     ア 防犯推進会議委員（市長、教育長、防犯に関係する団体の代表者２人、市内で事業を営む者２人、関

係行政機関の職員３人、市長が必要と認める者４人） 

     イ 開催状況 

 開催年月日 議  題  等 

第１回 令和３年５月19日 

令和２年度西東京市防犯推進結果について 

令和３年度西東京市防犯推進計画について 

西東京市内の犯罪発生状況について 

第２回 令和４年３月８日 

西東京市の防犯推進状況について 

西東京市内の犯罪発生状況等について 

自動通話録音機購入の強化について 

(2) 地域安全マップの作製支援活動 

  目 的   危険回避能力を高めるため、犯罪が起こりやすい危険場所の判断基準を「入られやすく、見 

えにくい場所」とし、子どもたち自身が地域を歩いて作製することで、犯罪被害の防止に努め 

る。 

    実施状況 

実施年月日 学校名 対 象 児童数 地域協力者 

令和３年６月21日 東 小 学 校 ３年生 77人 保護者 11人 

  (3) 防犯活動団体への補助金 

    自主的な防犯活動を行っている団体に対して、防犯活動経費の一部の補助を実施 

    登録団体 52団体  補助金交付団体 ８団体  補助金交付額 264,399円 

(4) 防犯活動 

   青色回転灯装備車両によるパトロール 

    目   的     西東京市犯罪のない安全なまちづくり条例に基づき、市内における各種犯罪発生の防止 

及び放火等の火災予防のため、青色回転灯装備車両により防犯パトロールを実施し、もっ 

て市内全域のパトロール活動の実施並びに市民等の防犯意識の高揚及び自主的な活動等を 

促進し、誰もが安心して暮らすことができる犯罪のない安全なまちをつくること。 

   車 両 数  青色回転灯装備白黒車両     ２台 

          青色回転灯装備普通車両     ６台 

   保有 者数  パトロール実施者証の保有者   233人 

   防犯パトロールの委託  青色回転灯装備白黒車両による防犯パトロールを委託し、土、日、祝日及び年 

末年始、市内小学校の春・夏・冬休みを除く、平日の午後の時間で実施 

   (5) 国民保護協議会 

   ※根拠法令：武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律及び西東京市国民保護協議条 

 例 

   ア 国民保護協議会委員（市長、自衛隊に所属する者１人、東京都の職員３人、副市長、教育長、東京消



防庁の消防吏員２人、消防団長、市の職員11人、指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職員

７人、国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者５人） 

イ 状況  

  開催年月日  令和３年12月20日 

    議   題  令和３年度西東京市国民保護訓練の実施について  

  (6) 国民保護訓練 

   実施年月日  令和４年１月16日  

   訓練 会場  田無庁舎 

   内 容  テロ対応訓練、教養講座（爆発物処理模擬訓練の実演・体験型教養、応急救護教養、刺又    

        使用・護身術訓練） 
   参加 団体  西東京市、警視庁、東京消防庁 

   参加 人員  67人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



災害対策係 

 

１ 危機管理に関する事項（2.1.14） 

  災害対策本部設置時の防災体系に基づく危機管理班を対象とし、応急対策期の対応力向上を目的とした危機

管理訓練（図上訓練）及び災害対策本部員を対象とした危機管理訓練（レベル４訓練）を実施した。 

 (1) 危機管理訓練（レベル４訓練） 

   実施年月日   令和３年12月23日 

   実施 場所   防災センター 

   対 象 者   災害対策本部員 

   参加 人数   22人 

   内 容   災害対策本部員を中心に、風水害の進行に応じた実施事項や手順の確認及び検証訓練を

行った。 

(2) 危機管理訓練（図上訓練） 

   実施年月日   令和４年２月19日  

   実施 場所   防災センター 

      対 象 者     危機管理班 

   参 加 人 数    11人 

   内 容    災害対応マニュアルに基づき、危機管理班における災害対応についての対応手順の図上

訓練及びマニュアルの改善検討を行った。 

 

２ 消防に関する事項（9.1.3） 

 (1) 消防委員会 

  ※根拠法令：西東京市消防委員会条例 

  ア 消防委員 (学識経験者６人、消防署長１人、消防団長１人) 

  イ 開催状況 

 開催年月日 議  題  等 

第１回 令和３年10月13日 
令和３年度消防団活動費予算概要等について 

令和３年度西東京市消防団訓練等実施計画について 

第２回 12月17日 
令和３年度西東京市消防団歳末特別警戒について 

令和４年西東京市消防団出初式について 

 (2) 消防団 

ア 消防団員の構成                                   （単位 人）  

 団 長 副団長 分団長 副分団長 部 長 班 長 団 員 合 計 

本 部 １ ３     ３ ７ 

第１分団   １ １ ２ ２ 13 19 

第２分団   １ １ ２ ２ 14 20 

第３分団   １ １ ２ ２ 14 20 

第４分団   １ １ ２ ２ 14 20 

第５分団   １ １ ２ ２ 11 17 

第６分団   １ １ ２ ２ 10 16 

第７分団   １ １ ２ ２ ９ 15 

第８分団   １ １ ２ ２ ９ 15 



第９分団   １ １ ２ ２ 12 18 

第10分団   １ １ ２ ２ 10 16 

第11分団   １ １ ２ ２ 14 20 

第12分団   １ １ ２ ２ ９ 15 

合  計 １ ３ 12 12 24 24 142 218 

イ 消防団員の在職年数                           （単位 人） 

５年未満 
５年以上 

10年未満 

10年以上 

15年未満 

15年以上 

20年未満 

20年以上 

25年未満 

25年以上 

30年未満 
30年以上 

60 28 43 34 18 18 17 

ウ 消防団員の年齢                                         （単位 人） 

18歳以上 

30歳未満 

30歳以上 

40歳未満 

40歳以上 

50歳未満 

50歳以上 

60歳未満 
60歳以上 

９ 51 97 59 ２ 

エ 消防団員の職業                                          （単位 人） 

公務員 会社員 農 業 商 業 造園業 建築業 製造業 その他 

８ 85 28 32 12 32 ３ 18 

オ 消防団ポンプ車等保有台数 

   消防ポンプ車 12台  指揮車 １台  本部広報車 １台 

(3) 消防団の行事及び会議 

実 施 年 月 日 実 施 内 容 

令和３年４月15日 

４月21日 

５月24日 

６月22日 

６月27日 

７月24日、25日 

７月27日 

８月５日、６日 

８月24日 

９月28日 

10月16日 

10月22日 

10月25日 

10月30日 

10月31日 

11月９日から15日まで 

11月14日 

11月20日、21日 

11月22日 

11月26日 

11月29日 

12月４日 

第１回消防団員普通救命講習（第９分団） 

第１回消防団幹部会議 

第２回消防団幹部会議 

第３回消防団幹部会議 

消防団全体教育訓練 

東京2020オリンピック競技大会（消防特別警戒） 

第４回消防団幹部会議 

消防団員健康診断 

第５回消防団幹部会議 

第６回消防団幹部会議 

第２回消防団員普通救命講習（第８分団） 

第３回消防団員普通救命講習（第７分団） 

第７回消防団幹部会議 

消防団員専科教育（機関科研修） 

消防団分団連携訓練 

秋の火災予防運動 

消防団員専科教育（警防科研修） 

消防団員幹部教育（指揮幹部科研修） 

第８回消防団幹部会議 

第４回消防団員普通救命講習（第10分団） 

第５回消防団員普通救命講習（未受講者） 

消防団員特別教育（救助科研修） 



12月６日 

12月12日 

12月20日 

12月29日、30日 

令和４年１月７日 

１月９日 

１月24日 

２月25日 

３月１日から７日まで 

３月19日 

３月25日 

第６回消防団員普通救命講習（第11分団） 

消防団全体教育訓練 

第９回消防団幹部会議 

歳末特別警戒 

消防団出初式予行演習 

消防団出初式 

第10回消防団幹部会議 

第11回消防団幹部会議 

春の火災予防運動 

消防団員幹部教育（初級幹部科研修） 

第12回消防団幹部会議 

(4) 火災出場状況等 

ア  消防団火災等出場状況 

出場年月日 出 場 場 所 出場人員（人） 

令和３年４月10日 東 久 留 米 市 ４ 

    ４月23日 谷 戸 町三丁目 25 

５月13日 保 谷 町一丁目 24 

５月21日 柳 沢六丁目 26 

５月24日 芝 久 保 町二丁目 42 

６月４日 北 町三丁目 36 

６月７日 谷 戸 町二丁目 26 

６月７日 東 町六丁目 42 

６月10日 泉 町三丁目 28 

６月16日 南 町四丁目 40 

６月25日 南 町一丁目 47 

７月６日 田 無 町一丁目 52 

７月９日 東 久 留 米 市 ３ 

７月13日 田 無 町二丁目 26 

７月16日 泉 町三丁目 25 

７月22日 東 伏 見五丁目 22 

７月25日 田 無 町四丁目 43 

７月31日 田 無 町四丁目 41 

７月31日 武 蔵 野 市 13 

８月１日 田 無 町四丁目 35 

８月５日 ひばりが丘北四丁目 36 

８月24日 武 蔵 野 市 ６ 

８月26日 柳 沢三丁目 28 

９月11日 住 吉 町六丁目 30 

９月14日 武 蔵 野 市 ６ 

９月16日 柳 沢三丁目 25 



11月５日 芝 久 保 町二丁目 38 

11月28日 ひばりが丘北三丁目 27 

12月３日 小 平 市 ９ 

12月14日 東 伏 見二丁目 18 

12月17日 谷 戸 町三丁目 36 

12月18日 新 座 市 ６ 

令和４年１月４日 北 町二丁目 26 

１月６日 武 蔵 野 市 ９ 

１月８日 小 平 市 ９ 

１月９日 ひばりが丘一丁目 29 

１月16日 向 台 町四丁目 40 

２月５日 東 町二丁目 33 

２月７日 田 無 町四丁目 35 

２月18日 田 無 町四丁目 36 

２月22日 田 無 町二丁目 48 

２月26日 田 無 町三丁目 41 

３月５日 向 台 町三丁目 33 

３月７日 泉 町三丁目 20 

３月７日 小 平 市 ７ 

３月19日 東 久 留 米 市 ７ 

合 計 46か所 1,238 

イ 消防団火災等出場内容及び件数                        （単位 件） 

出場内容 火  災 誤  報 合  計 

出場件数 19（５） 27（６） 46（11） 

   ※括弧内の数字は、出場件数のうち近隣市応援出場件数 

(5) 消防水利数（9.1.4）                                                （単位 か所） 

消 火 栓 防 火 貯 水 槽 

公設 私設 合計 公 設 私 設 

 

1,559 

 

２ 

 

1,561 

20m3 

未満 

20m3以上 

40m3未満 

40m3以上 

100m3未満 

100m3 

以上 
合計 

20m3 

未満 

20m3以上 

40m3未満 

40m3以上 

100m3未満 

100m3 

以上 
合計 

   ０ ３ 220 59 282 ０ １ 98 36 135 

 

３ 防災に関する事項（9.1.5） 

 (1) 防災会議 

※根拠法令：災害対策基本法及び西東京市防災会議条例  

ア 防災会議委員（市長、東京都の知事の部内の職員３人、警視庁の警察官１人、市の部内職員11人、教育

長、東京消防庁の消防吏員１人、消防団長、指定公共機関若しくは指定地方公共機関の役員又は職員９人

、自主防災組織又は学識経験のある者２人、その他５人） 

イ 開催状況  



 
開催年月日 議 題 等 

第１回 令和３年８月19日 
西東京市地域防災計画 令和３年修正（案）について 

西東京市国土強靭化地域計画（素案）について 

第２回 令和４年２月２日 
西東京市地域防災計画（令和３年修正）の配布について 

西東京市国土強靭化地域計画（案）について 

(2) 各種訓練 

ア 合同総合水防訓練 

    実施年月日  令和３年６月28日  

    訓練 会場  防災センター（敷地内） 

    内   容  水災害の軽減を図るため、関係機関における土のう作成等の訓練を実施 

    参加 団体  西東京市、西東京消防署 

    参加 人員  25人 

  イ  職員参集訓練 

     実施年月日  令和３年11月の勤務日のうち任意の１日 

     内   容  大規模震災発災時を想定し、自宅等から徒歩等にて職場に参集 

     対   象  初動要員を除く全職員 

  ウ  協定締結先事業者との通信訓練 

     実施年月日  令和３年11月１日から５日まで 

     内   容  班態勢時における各班分掌業務に係る協定先との通信訓練 

     対   象  関係各班 

エ 初動要員参集・通信訓練 

    実施年月日  令和３年11月７日 

    訓練 会場   各初動支部等 

    内   容  大規模震災発災時を想定し、自宅等から徒歩等にて職場に参集及び災害対策本部との通 

信訓練 

    対   象  初動要員 

  オ 職員安否確認訓練 

    通信訓練日時      令和３年11月７日 午前８時発信 

    対   象  全職員（システム登録者） 1,016人 

カ 避難所開設訓練 

   実施年月日  令和３年11月７日 

   訓練 会場  田無第二中学校 

   内   容  アクションカードを使用した避難所の開設訓練 

   対   象  避難所運営協議会委員 71人（各小中学校 24校）、 初動要員 128人 

  キ 緊急医療救護所開設訓練（机上訓練） 

    実施年月日  令和４年２月17日  

    訓練 会場  田無第二庁舎４階 会議室 

    内   容  災害時医療救護活動マニュアル案の検討、情報収集・役割分担、傷病者受入れ・トリア 

          ージ訓練 

    参加 団体  西東京市、西東京市医師会、西東京市歯科医師会、西東京市薬剤師会、東京都柔道整復 

師会北多摩支部西東京地区 

    参加 人員  16人 



(3) 災害発生状況                      （単位 件） 

災 害 名 被害 概要 被害数 

千葉県北西部地震 

（令和３年10月７日） 

受水槽土台沈下 

（※市内震度４） 
１ 

 (4) 防災センター事業 

   施設見学の実施状況                                          (単位 人) 

実施年月日 学校名 対 象 児童数 

令和３年10月27日 本町小学校 ３年生 61 

 (5) 災害時緊急物資の備蓄状況 

品 目 数 量 品 目 数 量 

救助工具セット 57セット 

毛布 

（アルミブランケッ

ト含む。） 

50,600枚 

投光器セット 85セット カーペット 29,992枚 

テント 41張 簡易トイレ 1,070基 

アルファ化米 

(粥
かゆ

含む。) 
164,350食 

子供用紙おむつ 

（紙パンツ含む。） 
27,300枚 

大人用紙おむつ 

（紙パンツ含む。） 
11,948枚 

ビスケット 6,700食 生理用品 29,190枚 

乳児用粉ミルク 

(アレルギー用含む。) 
505缶 

医療資材セット 

（７点セット） 
６セット 

不織布マスク 84,000枚 アルコール消毒液 

（１ℓ） 
270本 

子ども用不織布マスク 56,400枚 

(6) 防災行政無線の設備状況                                       （単位 局） 

移 動 系      
基 地 局       １ 

陸 上 移 動 局       15 

同 報 系 
親 局       １ 

屋 外 拡 声 子 局 75 

地域防災系 

統 制 局       １ 

中 継 局       ２ 

遠 隔 制 御 器 ９ 

一 般 局       114 

車 載 局       15 

携 帯 局       84 

(7) 地域配備消火器の設置状況                           （単位 本）  

町  名 設 置 数 町  名 設 置 数 

田 無 町 29 保 谷 町 77 

南 町 46 富 士 町 70 

西 原 町 17  中 町 60 

緑 町 21 東 町 53 



谷 戸 町 20 泉 町 67 

北 原 町 24 住 吉 町 72 

向 台 町 48 ひばりが丘 36 

芝 久 保 町 46 ひばりが丘北 36 

新 町 67 栄 町 35 

柳 沢 61 北 町 56 

東 伏 見 57 下 保 谷 73 

合    計 1,071 

 (8) 震災用井戸 

    指定件数 200件（うち 市保有 16件  民間保有 184件） 

    水質検査及び保存助成費支給件数    水質検査実施 184件  保存助成費支給 169件 

 (9) 災害時協力農地（緊急避難場所） 

    指定件数 33件  

 (10)防災市民組織に関する事項 

   自主的な防災活動を行っている組織に対して、防災活動経費の一部の補助を実施 

   登録組織 94組織  補助金交付組織 21組織  補助金交付額 2,179,504円 

 (11)ＡＥＤ設置状況 

   市内公共施設 105か所  消防団消防ポンプ車 12台   

 (12)災害時要援護者等登録者状況 

   災害時要援護者登録者数   6,416人 

   避難行動要支援者登録者数  3,906人 

(13)救急医療情報キット配布実績  新規 986人  累計 4,573人 

(14)防災講話実施実績   

   講話内容 「防災について」、「防災施設紹介」ほか 

      実施回数 ６回  

 


